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２０２１年１０月１３日 

 

呉市中小企業・小規模企業振興会議 ワーキンググループ 

呉市における「事業承継支援の必要性」について 

ワーキンググループメンバー 

 

 

１．国による支援の現状 

（1）中小企業庁の調査では 

 

 

 

 

 

（2）支援の取り組み 

・後継者不在などで事業存続に問題がある事業者の相談窓口として、また第三者承継のマッ

チングを支援する「事業引継ぎ支援センター」を全国都道府県へ設置 

・広島県では 2014 年広島市に開設。呉事務所は 2020 年 9 月に開設 

・2018 年中小企業庁により「事業承継の集中支援」が発表された。 
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・事業承継ネットワークを立ち上げし、事業承継全般のプッシュ型支援が始まった。 

 広島県事業承継ネットワークを広島市へ立ち上げした。 

 参加団体は広島県内の 

 ・行政機関（24）、中小企業支援機関（19）、専門家団体（4）、金融機関（27） 

  オブザーバー（中国経産局、中国財務局、広島大学、尾道市立大学、県立広島大学、 

広島市立大学、福山市立大学 
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（3）事業承継・事業引継ぎ支援について（2021 年７月、中国経済産業局より） 

 ワーキンググループにおいて中国経済産業局より「事業承継・引継ぎ支援について」説明 

・支援をめぐる情勢及び目的＝事業承継は企業の成長へつながる課題 

 

 

 

 

 

・広島県の後継者不在の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業承継・引継ぎ支援のワンストップ体制によって円滑な事業承継・引継ぎを推進 

2021 年４月、事業引継ぎ支援センターと事業承継ネットワークの統合し、安定した支

援体制の確保、継続的な支援を実現する。 

・事業承継ネットワークによる「事業承継診断の実施」について 
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※プッシュ型の事業承継診断により、経営者の事業承継に係る課題やニーズの掘り起こし

を行い、過去４年間で累計約 54 万件の事業承継診断を実施した。 

・事業承継に向けた早期取組の重要性（事業承継診断の実施） 
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・事業承継に向けた５ステップ 

 円滑な事業承継の実現のためには、５つのステップを経ることが重要 
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２．呉市の状況 

（1）呉市内企業経営動向 アンケート調査報告書（平成 30 年度）よると 
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（参考データ）2018/7/19 帝国データバンク調査 

●呉市（企業数 2559 社、最新売上高合計 約 9731 億 2400 万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考データ）2018/7/19 帝国データバンク調査 

●東広島市（企業集 2038 社、最新売上高合計 約 1 兆 3031 億 50000 万円） 
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（2）呉市内の中小企業の現状分析 
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（3）アンケート調査結果を踏まえた 

  呉市の事業所数及び従業員数と経済循環のイメージ 
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３．呉市の事業承継問題と支援への取り組み 

（1）事業承継は企業の成長のステップ＝事業承継支援の必要性 

・事業承継問題は一企業の問題ではなく、地域経済に影響を及ぼす地域の問題で、その支援

は地域で取り組む課題だと考えられます。 

事業承継＝地域の貴重な経営資源を残す＝後継者へ託す⇒後継者による事業の発展・成長 

 そのための事業承継支援 
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（2）事業承継の必要性の周知と問題先の掘り起こし（気付き） 

・事業承継問題を抱える事業者の掘り起こしと問題提起が急がれます。ともに、そう言った

中小企業と密接に関わる業務を生業とする企業への事業承継の必要性を促す啓蒙活動（※）

及び支援の横連携が進む仕組みを構築しなければなりません。 

（※）事業承継は自らの課題であることの認識と協力して課題解決に取り組む意識の醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）事業承継診断について（単なるアンケート調査との相違点） 

・事業承継診断は、診断する調査者と事業承継支援をする支援者が同じです。また全て面談

により実施する。 

・事業承継診断の実施は、事業承継支援の初期段階（ステップ 1）である。単なる調査（ア

ンケート）とは異なる。 
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４．呉市事業承継ネットワークの立ち上げの提言 

・国が実施する事業承継ネットワークの実効性には地域によって温度差がある。 

・呉市においては、後継者難に加え、大手川下企業の撤退等から永年継続してきたサプライ

チェーンの崩壊と、それに伴う依存型小規模企業の存続自体が問題となっている。 

・そう言った事業者に対し国が推奨するプッシュ型事業承継支援を呉市内の支援機関が協

力して実施できる体制づくりが必要だと考える。 

・そこで呉市独自のネットワークを構築し、横連携による支援体制を作りたい。 

 

【（仮称）呉市事業承継ネットワークの概要案】 

１．根拠条例 

  呉市中小企業・小規模企業振興基本条例 

２．目的 

・事業承継を通じた中小企業・小規模企業の成長を支援する。 

・事業承継問題の掘り起こしと、問題解決のための相談・専門家支援を実践する。 

・事業承継が困難な中小企業・小規模企業の経営資源の引継ぎを実現する。 

３．実施内容 

（1）気づきの機会の提供…事業承継診断の実施 

（2）情報共有・情報交換・運営への提言…ネットワーク会議 

（3）啓発活動…セミナー・勉強会の実施 

（4）専門的支援…構成機関による事業承継に向けた連携および機能発揮 

４．構成機関 
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５．構成機関と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．構成機関と支援スキーム 
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７．呉市内企業の事業承継診断業務 概要案 

１ 業務の目的 

  経営者の高齢化，後継者の不在等により，日本全体で，中小企業・小規模企業の廃業件

数が増加傾向にある。呉市においては市内企業の約６割が後継者未定であることや，日

本製鉄（株）閉鎖等の課題がある。それらの課題に対応するため，呉市内の企業に事業

承継診断を実施し，今後の事業承継支援策に反映させることを目的とする。 

 

２ 調査対象 

（1） 対象企業要件：呉市内に本社又は事業所を有する中小企業等 

（2） 対象企業総数：3,000 社 

 

３ 業務内容 

（1） 診断対象企業リストの作成 

① 本診断の対象となる企業のリストを作成する。リストの作成にあたっては，診断

の趣旨を十分理解し，事業承継ニーズの発掘が期待できる先を抽出する。 

② 対象先が重複しないよう連携をとり，対応する。 

（2） 事業承継診断の実施 

事業承継診断については，郵送や FAX 等の実施ではなく，必ず経営者との対面で

診断書に基づき行い，潜在的な事業承継ニーズを掘り起こす。 

（3） 効果的な提案の実施 

診断結果に基づき，本業務期間終了後も，事業承継ニーズに対応する積極的なア

プローチを行い，支援策を展開する。単独での支援が困難な場合は，積極的に広

島県事業承継・引継ぎ支援センター等の外部支援機関に相談し，支援を展開する。 

 

４ 業務のスケジュール 

（1） 10 月・・・診断書の作成，受託者の決定 

（2） 11 月・・・診断開始 

（3）  3 月・・・診断結果の報告 

 

以上 


